
東温市事務事業評価シート　平成27年度実施事業対象
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非該当

事業の目的 最終的

東温市の地域に係る災害時保健活動について定め、これを推進することによ
り、市民の生命、身体を災害から保護し、その健康被害を最小限に抑え、災
害発生直後から継続的・効果的に保健衛生活動を展開する指針として保健
衛生活動を中心としたマニュアルを策定します。

今年度 マニュアル作成に向け、資料収集等に努めます。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 健康推進課 係　　名 地域保健係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

東温市地域防災計画に基づくものであり、他部署の役割も再
確認しつつ、作成準備にあたります。

策定済みの周辺自治体より資料収集を行います。

成果指標

公的関与

089-966-2191 メールアドレス kenkosuishin@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

（１）危機管理部門の充実

事業区分

事業の対象 災害時保健活動マニュアル 根拠法令 災害対策基本法・東温市地域防災計画

総合計画 政策目標 第１章 地球と共生する快適環境のまち 政策項目 ６ 消防・防災体制の充実

010 3001 事務事業名 危機管理関係事業 細事務事業名 災害時保健活動マニュアル策定事務

主要施策

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

業務の性質上、指標設定になじ
まみません。

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 衛生

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

計(Ａ) 0 0 0

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.018 108 0.083 500 0.100 596

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.005 10 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 108 509 596

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 地域保健係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

東温市地域防災計画に基づく、保健活動マニュアルが策定できていません。

効率性 策定自体は、低コストで可能と考えますが、他機関との調整等に労力が割かれます。

改　革
計　画

東温市地域防災計画に基づき、庁内、庁外を問わず、関係機関との役割を明確にし、災害時の対応に臨めるようにします。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

災害の種類、程度に同じものは一つもなく、関係者が一見して共通認識を持てるマニュアルの作成は不可能に思われます。けれど
も、手をこまねいているわけにもいかず、発生の可能性の高い災害と被害を想定し、たとえ適用範囲が限定されるものであっても作っ
ておく必要を感じます。特に、初動（災害発生直後）の取り組みについて、関係者が共通認識できるものがあればよいと感じています。
危機管理部門や医療機関との連携も必要で、こうした機関と共通認識を持ちながら作成していく必要があります。

二次評価者 健康推進課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

市が実施主体となって行うべき重要課題です。

有効性 類似施策はなく、地域防災計画に基づく事業の展開は不可避です。

達成度
国、県の上位計画との整合性をもった東温市地域防災計画に基づく災害時保健活動マニュアルの策定が必要です。
その性質上、適宜見直しが行われるべきものです。

必要性


